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	 	 	 大雪地区広域連合国民健康保険条例施行規則	

	

平成 16 年４月 1 日	

規則第４号	

	

改正	 平成 20 年４月１日	 規則第３号	

	 平成 23 年４月１日	 規則第３号	

	 平成 30 年４月１日	 規則第１号	

	

	 （趣旨）	

第１条	 大雪地区広域連合（以下「広域連合」という。）が行う国民健康保

険の事務については、法令及び大雪地区広域連合国民健康保険条例（平成

16 年大雪地区広域連合条例第２号。以下「条例」という。）に定めがあ

るもののほか、この規則の定めるところによる。	

	 （大雪地区広域連合国民健康保険運営協議会）	

第２条	 大雪地区広域連合国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）

は、広域連合長から諮問があったときに、会長がこれを招集する。	

第３条	 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。	

第４条	 会議は、公益を代表する委員、保険医又は保険薬剤師を代表する委

員、被保険者を代表する委員各１人以上を含む過半数の委員の出席がなけ

れば開会できない。	

第５条	 会議の議長は、会長がこれに当たる。	

第６条	 議長は、議題とした案件について、広域連合長又は関係職員に対し

説明を求め、又は資料の提出を求めることができる。	

第７条	 採決は、会議に出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のと

きは、議長の決するところによる。	

第８条	 協議会の庶務は、広域連合国民健康保険対策室において行う。	

第９条	 議長は、協議会の議事につき、会議録を作成しなければならない。	

２	 会議録には、議長及び署名委員２名が署名する。署名委員は、会議の始

めに議長が協議会に諮ってこれを決める。	

第 10 条	 会長は、協議会で議決を了した事項につき１週間以内に広域連合

長に答申しなければならない。	

	 （被保険者の届出）	
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第 11 条	 被保険者の属する世帯の世帯主（以下「世帯主」という。）は、

その世帯に属する被保険者の資格の取得及び喪失に関し届出をしようと

するときは、異動届により届出しなければならない。	

２	 前項の届出が健康保険など他保険に加入又は離脱する理由によるとき

は、被保険者は、その事実を確認する証明書又は当該保険の被保険者証を

提示するものとする。	

	 （被保険者証の検認更新）	

第 12 条	 広域連合長は、被保険者に交付した被保険者証を検認し、２年毎

に更新するものとする。	

	 （標準負担額減額認定証の有効期限）	

第 13 条	 国民健康保険法施行規則（昭和 33 年厚生省令第 53 号。以下「省

令」という。）第 26 条の３第２項の標準負担額減額認定証の有効期限は、

毎年７月 31 日とする。	

	 （標準負担額減額の認定の申請の却下の通知）	

第 14 条	 広域連合長は、標準負担額減額認定申請書の提出があった場合は

これを審査し、申請の却下を決定したときは、申請者に対しその旨を通知

する。	

	 （限度額適用・標準負担額減額認定証の有効期限）	

第 15 条	 省令第 27 条の 14 の４第２項の限度額適用・標準負担額減額認定

証の有効期限は、毎年７月 31 日とする。	

	 （限度額適用・標準負担額減額の認定の申請の却下の通知）	

第 16 条	 広域連合長は、省令第 27 条の 14 の４第１項の申請書の提出があ

った場合はこれを審査し、申請の却下を決定したときは、申請者に対しそ

の旨を通知する。	

	 （差額支給）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	

第 17 条	 世帯主は、国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号。以下「法」

という。）第 43 条第３項及び法第 56 条第２項の規定により差額支給を受

けようとするときは、療養費支給申請書を広域連合長に提出して受けるも

のとする。	

２	 前項の申請書には、一部負担金又は実費徴収された関係機関発行の領収

書を添えて提出しなければならない。	

	 （療養費の支給申請）	
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第 18 条	 世帯主は、法第 54 条の規定により療養費の支給を受けようとする

ときは、療養費支給申請書に、審査決定上必要とする費用の内容を明らか

にしたものと、従事した者の発行する領収書を添えて広域連合長に申請し

なければならない。	

２	 あんま、はり、きゆう師の施術を受けた者については、第１項の規定に

よるもののほか、医師の発行する施術を必要とする同意書又は診断書を添

付しなければならない。ただし、診断書については、広域連合長が適当と

認めたものに限る。	

３	 輸血に要する生血代に係る申請を行うときは、第１項の規定によるもの

のほか、医師の生血を必要とする意見及び輸血実施に係る証明書を添付し

なければならない。	

４	 補装具に係る申請を行うときは、第１項の規定によるもののほか、医師

の発行する治療上必要とする旨の意見書を添付しなければならない。	

５	 広域連合長は、第１項の規定による療養費支給申請書の提出があった場

合はこれを審査し、申請の却下又は支給をしない旨の決定をしたときは、

申請者に対しその旨を通知する。	

	 （移送費の支給申請）	

第 19 条	 世帯主は、法第 54 条の４の規定により移送費の支給を受けようと

するときは、移送費支給申請書を広域連合長に提出しなければならない。	

２	 広域連合長は、前項の移送費支給申請書の提出があった場合はこれを審

査し、申請の却下又は支給しない旨の決定をしたときは、申請者に対しそ

の旨を通知する。	

	 （高額療養費の支給申請）	

第 20 条	 世帯主は、法第 57 条の２の規定により高額療養費の支給を受けよ

うとするときは、高額療養費支給申請書を広域連合長に提出しなければな

らない。	

２	 広域連合長は、前項の規定による高額療養費支給申請書の提出があった

場合はこれを審査し、申請の却下又は支給をしない旨の決定をしたときは、

申請者に対しその旨を通知する。	

	 （出産育児一時金の支給申請）	

第 21 条	 世帯主は、出産育児一時金の支給を受けようとするときは、出産

育児一時金支給申請書を広域連合長に提出しなければならない。	
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第 22 条	 前条の支給決定に当たり、出産育児一時金は、妊娠４月（１月を

28 日として計算する。）以上の出産（死産を含む。）に対してすべてこ

れを支給するものとし、双児等の出産に対しては、１児排出を１出産とし、

出産児数に応じてこれを支給するものとする。	

	 （葬祭費の支給申請）	

第 23 条	 被保険者の死亡に関し、葬祭費の支給を受けようとする者は、葬

祭費支給申請書を広域連合長に提出しなければならない。ただし、死亡診

断書又は死体検案書を必要とする場合は、当該書類を提示しなければなら

ない。	

	 （第三者行為による傷病の届出等）	

第 24 条	 被保険者の療養の給付に係る疾病又は負傷が第三者の行為による

ものであるときは、世帯主は、速やかにその旨を広域連合長に届出しなけ

ればならない。	

２	 広域連合長は、前項の届出を受理した場合において、法第 64 条第１項

に該当するときは、第三者に対し損害賠償請求権の行使を行うとともに、

関係者に損害賠償請求権代位取得の通知をするものとする。	

３	 広域連合長は、損害賠償額を決定したときは、納入通知書を添付して関

係者に請求するものとする。	

	 （不正利得の徴収）	

第 25 条	 広域連合長は、法第 65 条第１項に規定する保険給付を受けた者が

あるときは、その原因を生じせしめた者に対し、給付の価額を戻入させる

ものとする。	

	 （一部負担金の徴収猶予及び減免）	

第 26 条	 広域連合長は、一部負担金の支払義務を負う世帯主（以下本条に

おいて「世帯主」という。）が、次の各号のいずれかに該当したことによ

り、その生活が困難となった場合において必要があると認めるときは、世

帯主の申請により 1 年以内の期間に限って、その一部負担金の支払を猶予

するものとする。この場合広域連合長は、当該保険医療機関又は保険薬局

（以下「保険医療機関等」という。）に対する支払に代えて当該一部負担

金を世帯主から直接徴収するものとする。	

	 (1)	 震災、風水害、火災その他これらに類する災害により死亡し、障害

者となり、又は資産に重大な損害を受けたとき。	
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	 (2)	 干ばつ、冷害、凍霜害等による農作物の不作その他これらに類する

理由により収入が減少したとき。	

	（3）	事業又は業務の休廃止、失業により収入が著しく減少したとき。	

	 (4)	 前各号に掲げる理由に類する理由があったとき。	

２	 広域連合長は、世帯主が前項各号のいずれかに該当したことにより、そ

の生活が著しく困難となった場合において、必要があると認めるときは、

世帯主の申請により、一部負担金を減免するものとする。なお、収入の減

少の認定に当たっては、次の各号のいずれにも該当する世帯を対象に含む

ものとする。	

(1)	 入院療養を受ける被保険者の属する世帯	

	 (2)	 世帯主及び当該世帯に属する被保険者の収入が生活保護法（昭和 25

年法律第 144 号）第 11 条第１項第１号から第３号までに定める保護の

ための保護金品に相当する合算額（以下「生活保護基準」という。）

以下であり、かつ、預貯金が生活保護基準の３箇月以下である世帯	

３	 前項の一部負担金の減免の期間は、申請月の初日から３箇月以内で広域

連合長が定めるものとする。なお、減免の期間終了後において、当該減免

を受けるに至った事由が継続していると認める場合は、世帯主の申請によ

りさらに３箇月を限度として当該期間を延長することができる。	

４	 世帯主は、第１項及び第２項の措置を受けようとするときは、国民健康

保険一部負担金徴収猶予減免申請書にその理由を証する書類を添えて広

域連合長に提出しなければならない。	

５	 広域連合長は、前項の国民健康保険一部負担金徴収猶予減免申請書の提

出があったときは、申請の内容を審査し、その結果を国民健康保険一部負

担金徴収猶予減免承認（不承認）通知書により、当該世帯主に通知するも

のとする。この場合において、一部負担金の徴収猶予、減額又は免除を承

認したときは、当該世帯主に国民健康保険一部負担金徴収猶予減免証明書

（以下「証明書」という。）を交付する。	

６	 前項の規定により証明書の交付を受けた世帯主は、保険医療機関等に当

該証明書を提出しなければならない。	

７	 保険医療機関等は、前項の規定による証明書の提出があったときは、診

療報酬請求明細書にその旨を記載し、証明書を添えて広域連合長に提出し

なければならない。	
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８	 広域連合長は、一部負担金の徴収猶予又は減免の措置を受けた者が、次

の各号の一に該当する場合は、その猶予又は減免を行った一部負担金の全

額又は一部について取り消し、若しくは一時に徴収することができる。こ

の場合は、その旨を世帯主に通知しなければならない。	

	 (1)	 徴収猶予を受けた者が、資力の回復その他の事情により、徴収猶予

をすることが不適当と認められたとき。	

	 (2)	 偽りその他の不正行為により、一部負担金の支払を免がれようとす

る行為が認められたとき。	

	 (3)	 偽りその他の不正行為により、一部負担金の減免を受けたと認めら

れるとき。	

９	 広域連合長は、前項第３号の場合において、被保険者が保険医療機関等

から療養の給付を受けたものであるときは、速やかに当該保険医療機関等

に対し取消しの旨を通知するとともに、世帯主がその取消しの日の前日ま

での間に減免により、その支払を免がれた額を世帯主から徴収するものと

する。	

	 （継続療養証明書）	

第 27 条	 世帯主又は被保険者であった者が、法第 55 条第１項の規定に基づ

き、継続して療養の給付を受けようとする場合は、広域連合長に継続療養

給付申請書を提出しなければならない。	

２	 前項の申請に対し審査上必要な場合は、現に受けている疾病について保

険医療機関等の証明を提出させるものとする。	

	 （随時賦課）	

第 28 条	 広域連合長は、保険料について、条例第 27 条の規定によることが

できない場合があるときは、別に納期を定めて随時賦課を行う。	

	 （委任）	

第 29 条	 この規則の施行に関し必要な様式は、広域連合長が別に定める。	

	 	 	 附	 則	

	 （施行期日）	

１	 この規則は、公布の日から施行し、平成１６年４月１日から適用する。	

（経過措置）	

２	 この規則の施行の日前日までに、関係町の国民健康保険条例施行規則の

規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この規則の相当規定によ

りなされた処分、手続その他の行為とみなす。	
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附	 則（平成 20 年４月１日規則第３号）	

	 この規則は、平成 20 年４月 1 日から施行する。	

附	 則（平成 23 年４月１日規則第３号）	

	 この規則は、平成 23 年４月 1 日から施行する。	

	 	 	 附	 則（平成 30 年４月１日規則第１号）	

	 この規則は、公布の日から施行し、平成 30 年４月１日から適用する。	
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